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202３確定～副知事回答・第１回幹事団交渉報告
「小１の壁」対策、再任用職員一時金改善、臨任職員の通勤手当日割り支給、非常勤職員差額支給等を求める

初任給の改善は当然としても、物価上昇に見合った中高年齢層の賃金水準の引上げを！

県労連は10月20日、2023確定交渉の副知事回答・第１回幹事団交渉を行いました。
（詳細３頁）

自治労県職労の確定闘争重点要求
〇物価上昇による実質賃金の低下を考慮し、基本賃金についてはすべての職員の生活改善につながる水準に引上げ、プラス勧告をすみやかに実施し、年内に差額を支給すること。

〇すべての在職者が定年まで昇給が可能になるよう号給の追加を行うこと。

〇経験者採用に見合った給与の格付けについて検討し、改善すること。

〇鉄道の利用距離が1ｋｍ未満であっても、通勤手当の支給対象とすること。

〇在宅勤務（テレワーク）手当を早急に新設すること。また、日額で支給すること。

〇勤勉手当の勤務成績に応じた区分の間差を拡大しないこと。

〇一時金の公民較差で2捨3入の0.02月分は、職員に余すことなく配分すること。

〇再任用職員の賃金水準について、定年引上げをふまえ、改善を図ること。

〇再任用職員の一時金の支給月数について常勤と同様にすること。

〇扶養・住居手当などの生活関連手当を再任用職員に支給すること。

〇臨時的任用職員における経験に応じた級号給の格付けなど常勤職員の昇格実態をふまえて改善すること。

〇通勤手当の改善を図ること。月の途中で採用された場合、日割り支給とすること。

〇会計年度任用職員について、任用、雇用、基本報酬、格付け、扶養・住居手当などの生活関連手当の支給、労働条件について引き続き改善していくこと。また、退職慰労金制度を検討すること。

〇会計年度任用職員について、人事委員会の報告などをふまえ、常勤と異なる休暇・休業制度は同一労働同一賃金の観点から改善すること。

〇継続雇用に努めるとともに、雇用更新年限を設定しないこと。また、いわゆるパートタイム労働法の主旨をふまえ、正規職員への転換措置を講じること。

〇報酬の支給を当月払いとすること。また、差額については、職員と同様に速やかに支給すること。

〇男女雇用機会均等法や労働法制などで民間の非正規労働者が保障されている諸権利について、同等の権利を保障すること。

〇社会全体の長時間労働是正の動きにあわせ、時間外勤務の縮減、業務量に応じた人員の確保及び人員増、業務見直しなど、具体的方策を講ずること。

〇上限月45時間・年間360時間の時間外労働、在校等時間の適切な把握および上限規制を確実に遵守し、上限規制のあり方を含め検証を行うこと。

〇育児休業・介護休暇の手当金支給については全期間を対象とすること。

〇育児休業等について、取得要件の改善をはかることとともに、退職手当・一時金算定の在職期間から除算しないこと。

〇公務職場への人材確保の視点、初任給決定基準の改善を図り全給料表で初任給を4号給引上げること。

〇県外在住の新規採用職員及び新規採用の臨時的任用職員について、本人の申し出の有無に関わらず、早い段階で勤務地域を本人に通達するなどの対応を行うこと。また、移転料を支給すること。

〇県民等からの理不尽な対応等について、所属として適切に対応するよう方針を確立し、管理職研修により徹底すること。

〇障害者差別解消法の施行による合理的配慮の提供義務について、当局は講ずべき事項について責任を持って対応すること。
2023県労連賃金確定交渉第1回幹事団交渉報告
	課題
	県労連の要求・主張
	当局の回答・逆提案

	１.賃金水準の確保
	〇物価上昇による実質賃金の低下を考慮し、基本賃金についてはすべての職員の生活改善につながる水準に引上げ、プラス勧告をすみやかに実施し、年内に差額を支給すること。
○すべての在職者が定年まで昇給が可能になるよう号給の追加を行うこと。
○経験者採用に見合った給与の格付けについて検討し、改善すること。
○鉄道の利用距離が1ｋｍ未満であっても、通勤手当の支給対象とすること。
○テレワークを推進していくためにも、在宅勤務（テレワーク）手当を早急に新設すること。また、日額で支給すること。
○勤勉手当の勤務成績に応じた区分の間差を拡大しないこと。
○一時金の公民較差で2捨3入の0.02月分は、職員に余すことなく配分すること。
	○人事委員会から、給料表と地域手当の引上げ及び期末勤勉手当を0.10月引上げるよう勧告された。給与改定に当たっては財政状況、透明性、説明責任を念頭に、勧告を尊重して話し合う。
○勧告の実施については、交渉課題全体の中で話し合いたい。
○勤勉手当の成績率について今日はお話しできないが、改定する場合は勤勉手当の趣旨を考慮したい。
○在宅勤務（テレワーク）手当について、1か月あたり10日を超えて勤務を命じられた職員には、国に準じ月額3,000円を措置したい。制度の詳細は国の制度が明らかになった時点で話し合いたい。
○高齢層職員のモチベーション対策は重要だが、昇給制度の見直しは困難。
○社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート）について、国の動向を注視しながら話し合っていきたい。

	２.再任用職員の賃金・労働条件
	〇再任用職員の賃金水準について、定年引上げをふまえ、改善を図ること。
○一時金の支給月数について常勤と同様にすること。
〇扶養・住居手当などの生活関連手当を支給すること。
	○再任用職員の生活関連手当は、制度導入時に支給しないこととしたものであり、国や他県も同様な取扱いである。
○再任用職員の処遇については、今年度から短期介護休暇の有給化など必要な見直しを行っている。

	３.臨時的任用職員、会計年度任用職員
	〇臨時的任用職員における、経験に応じた級・号給の格付けなど、常勤職員の昇格実態をふまえて改善すること。
〇臨時的任用職員について、通勤手当の改善を図ること。月の途中で採用された場合、日割り支給とすること。
○会計年度任用職員について、人事委員会の報告などをふまえ、常勤と異なる休暇・休業制度は同一労働同一賃金の観点から改善すること。
○継続雇用に努めるとともに、雇用更新年限を設定しないこと。また、いわゆるパートタイム労働法の主旨をふまえ、正規職員への転換措置を講じること。
○報酬の支給を当月払いとすること。また、差額については、職員と同様に速やかに支給すること。
○男女雇用機会均等法や労働法制などで民間の非正規労働者が保障されている諸権利について、同等の権利を保障すること。
	○臨時的任用職員が月途中で採用された場合の通勤手当だが、月単位の支給は国や他の自治体と同様の取扱いであり、日割り支給は困難。
○再任用職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員の給与等については、人事委員会勧告に基づく常勤職員の給与のほか、国等の均衡を踏まえ話し合いの上措置している。
○地方公務員の休暇については、地方公務員法第24条第4項により国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない、との考えが基本になる。
○再任用職員、臨時的任用職員の勤務条件については、これまでも常勤職員との均衡を図ることにより、必要な見直しを行っており、今年度は臨時的任用職員の年次休暇の付与日数の改善等を行った。
○会計年度任用職員について、R6.4から現行の加給を廃止し、勤勉手当として支給したい。成績率については「良好」に加え「良好でない」「懲戒処分」を新たに設けたい。
○勤勉手当の期間率から無給休暇を除算できる規程整備をR6から行いたい。

	４．労働時間の短縮・休暇制度の拡充
	〇社会全体の長時間労働是正の動きにあわせ、時間外勤務の縮減、業務量に応じた人員の確保及び人員増、業務見直しなど、具体的方策を講ずること。
○上限月45時間・年間360時間の時間外労働、在校等時間の適切な把握および上限規制を確実に遵守し、上限規制のあり方を含め検証を行うこと。
	○４年度は上限時間を超える時間外は減少したが、特例に該当しない時間外は増加した。事務事業の見直し等により是正を図りたい。
○ランチタイムシフトをR6.4から恒常的な制度として実施したい。
○夏季休暇の取得期間をR6.4以降も6.1～10.31とし、残日数に4時間未満の端数がある場合、分単位まで消化できることとしたい。
○結婚休暇の取得期間の拡大については苦慮しているところ。

	５．仕事と家庭の両立支援の拡充
	〇育児休業・介護休暇の手当金支給については全期間を対象とすること。
○育児休業等について、取得要件の改善をはかることとともに、退職手当・一時金算定の在職期間から除算しないこと。
	○フレックスタイム制度について、R6.4から一般職員にも導入する。また育児介護職員には、R6年度中に選択式週休3日制を導入する。
○育児部分休業や育児短時間勤務の対象年齢の引上げについては、国との均衡の観点から不可。子の看護休暇の日数見直しや対象拡大についても既に国を上回る措置をしており、これ以上の改善は困難。

	６．人材確保及び育成
	○公務職場への人材確保の視点から、初任給決定基準の改善を図り、すべての給料表で初任給を4号給引上げること。
○県外在住の新規採用職員及び新規採用の臨時的任用職員について、本人の申し出の有無に関わらず、早い段階で勤務地域を本人に通達するなどの対応を行うこと。また、移転料を支給すること。
	○新採の移転料、本県は交通網も発達しており、職員自身が転居の必要性を考慮した上で受験していると思われることから、実現は困難。

	７．ハラスメント対策、障害者施策
	○県民等からの理不尽な対応等について、所属として適切に対応するよう方針を確立し、管理職研修により徹底すること。
○障害者差別解消法の施行による合理的配慮の提供義務について、当局は講ずべき事項について責任を持って対応すること。
	○ハラスメント対策として指針や啓発資料の作成、相談窓口の充実のほか、各種研修を実施してきた。今後も実効性ある取組みに努める。


県労連確定闘争交渉日程
〇10月2４日（火）　県労連支部代交渉

〇10月2６日（木）　第2回幹事団交渉

〇1０月３０日（月）　県労連総決起集会
　　　　　　　　　　　18時30分から
　　　　　　　　　　　 県民センターホール
〇11月１日（水）　　第3回幹事団交渉
〇11月６日（月）　　決議文手交

〇11月9日（木）　　県労連最終交渉

　　　　　　　　　　 自治労県職労拡大評議委

〇11月1３日（月）　戦術配置
